


























関連法律毎に決定関連法律毎に決定中小企業向け国際財務報告基準SME向けIFRS

可能2009年7月1日国際財務報告基準の初度適用
（2008年改訂）

IFRS第1号

可能2009年7月1日 IAS第39号「金融商品：認識および測定：適格
なヘッジ対象」の改訂

IAS第39号

可能（ただし、IFRS第3号2008
年改訂、IAS第27号2008年改
訂およびIFRS第5号（IFRIC第
17号で改訂）にも適合する必要
あり）

2009年7月1日 非現金資産の株主への分配IFRIC第17号

可能（ただし2007年6月30日以
後始まる事業年度のみに適用さ
れ、IAS第27号2008年改訂と
併せて適用）

2009年7月1日企業結合（2008年改訂）IFRS第3号 

可能（ただしIFRS3号2008年
改訂と併せて適用しなければな
らない）

2009年7月1日連結および個別財務諸表 IAS第27号

可能、過去の移転に解釈指針を
適用するのに必要な評価やその
他の情報を移転時に得ていた
場合

2009年7月1日以後の
資産移転 

顧客からの資産の移転IFRIC第18号

可能（ただしIAS第39号、IFRS
第7号およびIFRIC第2号の関
連した改訂と併せて適用しなけ
ればならない）

2009年1月1日IAS第32号「金融商品：表示」、およびIAS第1
号「財務諸表の表示：プット可能な金融商品と
清算時に発生する義務」の改訂

IAS第32号とIAS第1号

可能2009年1月1日IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」
およびIAS第27号「連結および個別財務諸
表」の改訂

IFRS第1号とIAS第27号

可能2009年1月1日IFRS第7号「金融商品の開示：金融商品に関
する開示の改善」の改訂

IFRS第7号

早期採用の可否有効となる
会計年度の開始日

基準または解釈指針の名称基準名 

発効日が2008年1月1日以降の新IFRS基準とIFRICの解釈指針



可能2009年1月1日IFRS第2号「株式報酬：権利確定条件および
取り消し」の改訂

IFRS第2号 

可能2009年1月1日財務諸表の表示IAS第1号

可能2009年1月1日IAS第23号「借入費用」の改訂IAS第23号

可能2009年1月1日事業セグメントIFRS第8号

可能2009年1月1日不動産の工事契約IFRIC第15号

可能2009年1月1日
（特に明記されていない限
り）

IFRSの2008年年次改善複数

可能2008年10月1日在外営業体に対する純投資のヘッジIFRIC第16号

可能2009年6月30日以後終
了する事業年度

組込デリバティブ－IFRIC第9号とIAS39号の
改訂

IAS第39号とIFRIC第9
号

不可2008年7月1日（2008年
11月1日以後の分類変更
は変更日から有効。
2008年11月1日以前の
分類変更は2008年7月1
日以降に有効）

金融資産の分類変更－IAS第39号「金融商
品：認識および測定」、およびIFRS第7号「金融
商品：開示」の発効日と移行の改訂

IAS第39号とIFRS第7号

不可2008年7月1日（上記の
移行規則を明確化）

IAS39号「金融資産の分類変更：発効日と移
行」の改訂

IAS第39号とIFRS第7号

可能2008年7月1日カスタマー・ロイヤルティ・プログラムIFRIC第13号

可能2008年1月1日サービス譲渡契約IFRIC第12号

可能2008年1月1日IAS第19号－確定給付資産の制限、最低積立
要件およびそれらの相互関係

IFRCI第14号

早期採用の可否有効となる
会計年度の開始日

基準または解釈指針の名称基準名 

発効日が2008年1月1日以降の新IFRS基準とIFRICの解釈指針



意見の募集期限基準名文書の種類

2010年3月1日経営者による説明公開草案 

2009年9月28日公正価値の測定公開草案 

2009年9月14日金融商品：分類および測定公開草案

2009年7月31日認識の中止（IAS第39号とIFRS第7号の改訂案）公開草案

2009年7月31日法人所得税公開草案

2009年7月27日最低積立要件の前払い（IFRIC第14号の改訂案）公開草案

2009年9月1日負債の測定における信用リスクディスカッション・ペーパー

2009年7月17日リース：予備的見解ディスカッション・ペーパー

2009年9月1日（「予想損失方式」）金融資産の減損：期待キャッシュ・フロー方式情報募集


